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簡易株式交換による株式会社 block party の完全子会社化に関するお知らせ 

 

 当社は、本日開催の取締役会にて、株式会社 block party（以下、「block party」と

いいます。）との間で、当社を株式交換完全親会社、block partyを株式交換完全子会

社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を実施することを決議し、同

日付で block party との間で株式交換契約を締結いたしましたので、下記のとおりお

知らせいたします。 

なお、本株式交換は、当社においては、会社法第 796条第２項の規定に基づき、株

主総会の決議による承認を必要としない簡易株式交換の手続により、また、block 

partyにおいては、会社法第 319条第１項の規定に基づく株主総会の決議の省略（みな

し決議）により、本株式交換契約の承認を得た上で、2026年 10月 30 日（予定）を効

力発生日として行われる予定です。 

 

 

記 

 

 

１. 本株式交換の目的 

当社グループは、不動産事業、ホテル事業、投資事業等の既存事業の収益力向上に加え、成長

分野への投資及び M&Aを通じた事業ポートフォリオの拡充を推進しております。また、事業環境

の変化やデジタル技術の進展を踏まえ、グループ各社における業務効率化、システム基盤の強化

及び DXの推進を、今後の持続的な成長に向けた重要な経営課題の一つと位置付けております。 

block partyは、Webアプリケーションを中心とするシステム開発・運用及び ITコンサルティ

ングを行っており、単純な開発請負にとどまらず、既存顧客に対する保守・運用、システム企画、

技術アドバイザリー、CTO的な伴走支援等を提供しております。特に、同社代表取締役である光

田順一氏（以下「光田氏」といいます。）が有する幅広い開発経験及び顧客ネットワークは、同

社の競争力の源泉となっております。 

当社は、block partyを当社グループに迎え入れることにより、これまで外部に委託していた

IT関連業務の一部をグループ内で対応する体制を構築し、既存 IT外注費の内製化及び業務の迅

速化を図ることが可能になると考えております。 

また、当社が今後実施する投資及び M&A 案件において、投資先又は買収先企業に対する IT・

DX 面での支援機能をグループ内に備えることにより、システム統合、業務システムの再構築、



ITアーキテクチャの見直し及び PMI（Post Merger Integration）の円滑化を図り、投資先企業

の企業価値向上をより主体的かつ迅速に推進することが可能になるものと考えております。 

さらに、光田氏に蓄積されている IT・DX、システム開発及びプロジェクト推進に関するノウ

ハウを、block partyを通じて組織的な知見として蓄積・標準化し、当社グループ各社及び投資

先企業へ横断的に展開することにより、案件処理能力の拡大、代表者依存リスクの低減、グルー

プ全体のデジタル対応力及び経営管理機能の高度化につながるものと期待しております。 

なお、当社は、block partyの事業運営において光田氏が重要な役割を担っていることを認識

しております。本株式交換後においても、光田氏が同社の経営及び IT 事業の運営に継続的に関

与する体制を構築するとともに、同氏が有する技術、顧客対応及びプロジェクト運営等に関する

ノウハウを組織内で共有・標準化し、人材育成及び業務分担を進めることにより、特定個人への

依存度を段階的に低減し、事業継続性の向上を図る方針です。また、[株式交換契約書」の他に

別途締結予定の[事業協力及び技術等承継に関する契約書」において最低５年間の同事業継続・

関与を条件としております。 

以上を踏まえ、当社は、block party を完全子会社化することが、①既存 IT外注費の内製化

によるコスト効率の改善、②投資先・買収先に対する IT・DX 支援機能の強化、③M&A 後のシス

テム統合及び PMI 支援体制の構築、並びに④光田氏の専門的ノウハウの組織化及びグループ内

展開を通じて、当社グループの中長期的な企業価値向上に資するものと判断し、本株式交換を実

施することといたしました。なお、本株式交換は、block partyが本件取引に先立ち飲食事業を

別法人へ分離し、IT 事業に特化した事業体となることを前提として実施するものであり、当社

は当該 IT事業に特化した block partyとの間で本株式交換を行う予定です。 

 

２. 本株式交換の要旨 

（１）本株式交換の日程 

本株式交換の取締役会決議日（当社） 2026 年９月 30 日 

本株式交換契約の承認に係る株主総会

書 面 決 議 

（block party） 

2026 年９月 30 日 

本 株 式 交 換 契 約 締 結 日 2026 年９月 30 日 

本 株 式 交 換 効 力 発 生 日 2026 年 10 月 30 日（予定） 

（注）当社は、会社法第 796条第２項に基づく簡易株式交換の手続により、株主総会の決議によ

る承認を得ることなく簡易株式交換を行います。また、block partyは、会社法第 319条第

１項に基づく株主総会の決議の省略（みなし決議）により、本株式交換契約の承認を行い、

当社と block partyは、同日付で本株式交換契約を締結いたしました。 

 

 

（２）本株式交換の方式 

当社を完全親会社、block partyを完全子会社とする株式交換です。 

 

 

（３）本株式交換に係る割当ての内容 

 
当社 

（株式交換完全親会社） 

block party 

（株式交換完全子会社） 

本株式交換に係る割当比率 １ 16,600 

本株式交換により交付する

株式数 
当社普通株式：597,600 株（予定） 



（注１）株式の割当比率および交付する株式数 

block party の普通株式１株に対して当社の普通株式 16,600 株を割当交付いたします。

ただし、株式交換比率は、算定の根拠となる諸条件に重大な変更が生じた場合、両社間の

協議により変更することがあります。 

（注２）本株式交換により交付する当社の株式数 

本株式交換に伴う株式の交付にあたり、新株式の発行は行わず、当社が保有する自己株

式 597,600 株を割当てに充当する予定です。 

 

（４）本株式交換に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

当該事項はありません。 

 

３. 本株式交換に係る割当ての内容の根拠等 

（１）割当ての内容の根拠及び理由 

当社は、本株式交換に用いられる株式交換比率の検討に際して、公平性・妥当性を確保するた

め、独立した第三者算定機関である合同会社 Nexstride Partners（本店所在地：大阪市中央区、

代表社員 八田真資、以下、「Nexstride Partners」という）を選定のうえ、本株式交換におけ

る株式交換比率の算定を依頼いたしました。 

当社は、Nexstride Partnersによる本株式交換比率の算定結果を参考に、block partyの財務

の状況、資産の状況、将来の事業活動の見通し等の要因を総合的に勘案し、両社間で慎重に協議

を重ねた結果、上記「２．（３）本株式交換に係る割当ての内容」に記載の株式交換比率が、

Nexstride Partners が算定した株式交換比率の算定結果のレンジ内であり、両社の株主にとっ

て不利益なものでなく、妥当であるとの判断に至り合意いたしました。 

なお、当該株式交換比率は、算定の基礎となる諸条件について重大な変更が生じた場合、両社

間の協議により変更することがあります。 

 

（２）算定に関する事項 

① 算定機関の名称並びに当事会社との関係 

算定機関である Nexstride Partners は、当社及び block party の関連当事者には該当せず、

本株式交換に関して記載すべき重要な利害関係を有しておりません。 

 

② 算定の概要 

当社株式については、当社が東京証券取引所スタンダード市場に上場しており、市場株価が存

在することから、市場株価平均法（2026 年９月 29 日を算定基準日とし、算定基準日おける終値

並びに算定基準日を含む直近１ヶ月間、３ヶ月間及び６ヶ月間の各期間の終値の単純平均法に

基づき算定）を用いて算定いたしました。算定された株価は、基準日終値 257 円、直近１ヶ月間

253.21 円、直近３ヶ月間 247.59 円及び直近６ヶ月間 269.54 円です。 

Nexstride Partners は、block party の株式価値については、非上場会社であるため市場株価

が存在しないこと、将来清算する予定はない継続企業であること、また、事業規模、事業特性等

の観点から類似上場会社との比較可能性には一定の限界があることから、類似上場会社比較法

を主たる算定手法としては採用せず、将来の事業活動の状況に基づく収益獲得能力を評価に反

映させるためにディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（ＤＣＦ法）を用いて株式価値の算

定を行いました。Nexstride Partners は、block party の株式価値算定に際して、提供を受けた

情報、ヒアリングにより聴取した情報、一般に公開されている情報等を原則としてそのまま採用

しております。 

また、採用したそれらの資料及び情報が全て正確かつ完全なものであること、block party の



株式価値算定に重大な影響を与える可能性のある未開示の情報は存在しないことを前提として

おり、Nexstride Partners は、独自にそれらの正確性及び完全性の検証を行っておりません。 

さらに、ＤＣＦ方式による算定については、block party から提供を受けた財務情報及び同社

へのヒアリング等を踏まえ、これに基づき算定した将来キャッシュフローを一定の割引率で現

在価値に割り引くことによって企業価値を評価し、株式価値を算定しております。 

なお、block party は IT 事業だけでなく飲食事業も営んでいましたが、飲食事業については、

2026 年８月１日を効力発生日として、別法人に対する事業譲渡が完了しております。そのため

本評価では、飲食事業を除外し、IT 事業のみを Standalone Basis で評価対象としております。 

そして、ＤＣＦ方式を採用した block party（IT 事業）の財務予測につきまして、大幅な増減

の変動が見込まれる事業年度は含まれておりません。 

算定方法 算定結果 

ＤＣＦ法 120 百万円～155 百万円 

また、上記の算定結果を踏まえた株式交換比率の算定結果は、以下のとおりです。 

採用した評価手法 当社 block party（ＩＴ事業） 

市場株価平均法／ＤＣＦ法 １ 
12,366.53 ～ 17,389.85 

（株価水準に依拠） 

 

 

（３）上場廃止となる見込み及びその事由 

該当事項はありません。 

 

（４）公正性を担保するための措置 

当社は、本株式交換の公正性を担保するため、独立した第三者算定機関である Nexstride 

Partnersより、本株式交換に係る株式交換比率の算定書を取得しております。 

 

（５）利益相反を回避するための措置 

当該事項はありません。 

 

４. 本株式交換の当事会社の概要 

  株式交換完全親会社 株式交換完全子会社 

（１） 名 称 株式会社ストライダーズ 株式会社 block party 

（２） 
所 在 地 

東京都中央区日本橋室町４丁目６番２

号 

岡山県玉野市田井５丁目

23番 57号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 早川 良太郎 代表取締役 光田 順一 

（４） 

事 業 内 容 
傘下子会社及びグループ経営管理並び

にこれに付帯または関連する事業 

ウェブおよびモバイルシ

ステムの企画・開発・運

用、飲食店の経営 

（５） 資 本 金 1,677百万円 18百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1965年 2月 4日 2013年 11月 20日 

（７） 発 行 済 株 式 数 9,712,089株 36株 

（８） 決 算 期 ３月末日 10月末日 

（９） 
従 業 員 数 ６名（2026年３月末現在） 

２名（2026年８月末現

在） 

（10） 主 要 取 引 先 一般個人 一般企業 

（11） 主 要 取 引 銀 行 千葉銀行 みずほ銀行 



 

 

 

 

（12） 
大 株 主 及 び 

持 株 比 率 

合同会社ＨＡＹＡＫＡＷＡ  16.82% 

マイルストーンキャピタル 

マネジメント株式会社     7.51% 

早川 良一          5.44% 

東海東京証券株式会社     5.13% 

KGI ASIA LIMITED-CLIENT 

ACCOUNT（常任代理人 

香港上海銀行東京支店）    3.89% 

（2026年３月 31日現在） 

光田 順一 100% 

（2026年８月 31日現在） 

（13） 当事会社間の関係  

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

 
取 引 関 係 

当社及び当社連結子会社は、block partyとの間において、システ

ム開発及び保守運用等に係る業務委託取引を行っております。 

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

（14） 最近３年間の経営成績及び財政状態 

 
株式会社ストライダーズ

（連結） 

株式会社 block party 

（単体） 

決    算     期 
2024 年 

3 月期 

2025 年 

3 月期 

2026 年 

3 月期 

2023 年 

10 月期 

2024 年 

10 月期 

2025 年 

10 月期 

 純 資 産 2,540 2,463 2,814 2 1 10 

 総 資 産 4,629 5,498 5,516 34 37 40 

 
１株当たり純資産

( 円 ) 
304.72 303.84 315.59 59,397.03 49,034.22 278,306.50 

 売 上 高 7,680 7,788 8,213 112 95 116 

 営 業 利 益 49 47 197 26 0 8 

 経 常 利 益 101 85 247 26 0 9 

 

親会社株主に帰属

す る 

当 期 純 利 益 

82 43 205 26 0 8 

 
１株当たり当期純利

益 ( 円 ) 
9.91 5.32 23.52 729,062.89 21,943.81 246,172.28 

 
１ 株 当 た り 配 当 金

( 円 ) 
5 5 5 - - - 

（単位：百万円。特記しているものを除く。）   

（注１）block party は単体決算であるため、「親会社株主に帰属する当期純利益」の行は、block 

party については「当期純利益」の金額を表示しております。 

（注２）本株式交換に先立ち、block party の飲食事業は既に別法人へ分離されており、本株式交換

の対象となる block party は IT 事業に特化した事業体となります。なお、block party の IT 事業切

出し後の 2026 年 10 月期の業績見通しは、売上高約 65 百万円、営業利益約 37 百万円をとなりま

す。 

 

 



５. 本株式交換後の状況 

本株式交換による当社の名称、本店所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金の額、決

算期について、上記「４．本株式交換当事会社の概要」に記載の内容から変更はありません。 

 

６. 会計処理の概要 

本株式交換は、企業結合に関する会計基準における取得の会計処理を適用する見込みであり

ます。 

 

７. 今後の見通し 

本株式交換により、block party は当社の連結子会社になります。また、同社の業績は 2027

年３月期第３四半期から当社連結業績への取り込みを予定しております。連結業績に与える影

響につきましては、現在精査中であり、今後、開示すべき事項が生じた場合には、速やかにお知

らせいたします。 

 

 

以上 


